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株式会社地域経済研究所

国土交通省とのPPP(Public-Private-Partnership)協定の協定先に選定されました。

株式会社地域経済研究所は、この度、国土交通省からPPP(Public-Private-Partnership

協定の協定先に選定されました。

PPP協定とは、地方公共団体職員や地場企業がPPP/PFIに関する知識・ノウハウを習得す

る機会を増やすため、国土交通省と民間事業者とでパートナー協定を締結し、パートナー

事業者によるセミナーやコンサルティング等を推進するものです。

平成30年度はデータベースタイプ1者、セミナータイプ10者、コンサルティングタイプ34

者のパートナーが選定されていますが、弊社はコンサルティングタイプのパートナーに選

定されています。

今後も、公共セクター向けの様々なコンサルティング業務を拡充してまいりますので、

引き続きご指導頂きますよう宜しくお願い申し上げます。

以上
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    平 成 3 0 年 4 月 2 日 

総合政策局 官民連携政策課 

 

PPP（Public-Private-Partnership）協定パートナーの選定結果について 

～官民連携によるPPP/PFIの推進～ 
 
 

 

 

 

政府においては、厳しい財政状況の中、民間の資金・知恵等を活用し、真に必要な社会資本の整

備・維持管理・更新を着実に実施するとともに、民間の事業機会の拡大による経済成長を実現してい

くため、PPP/PFIの推進を図っております。 

国土交通省では、PPP/PFIの推進に際しても、より効果的かつ効率的な施策の実施を図るため、平

成29年度より民間事業者とPPP協定を締結し、予算以外も含めた行政の資源を活用して民間の取組

を後押し（＝PPP）しております。 

 

【PPP協定とは】 

地方公共団体職員や地場企業がPPP/PFIに関する知識・ノウハウを習得する機会を増やすため、

国土交通省と民間事業者とでパートナー協定を締結し、パートナー事業者によるセミナーやコン

サルティング等を推進するもの 

 

■協定期間 

平成30年 4月 1日～平成31年 3月 31日 

 

■協定パートナー 

 平成30年度はデータベースタイプ1者、セミナータイプ10者、コンサルティングタイプ34者を 

パートナーに選定しております。詳細については別紙1をご参照ください。 

 

■協定内容 

別紙2をご参照ください。 

 

■その他 

 協定パートナーとの取組や今後の予定については、以下HPにて掲載していきます。 

 URL：http://www.mlit.go.jp/sogoseisaku/kanminrenkei/sosei_kanminrenkei_tk1_000012.html 

 

 

 

 

国土交通省において、PPP/PFIを推進する民間事業者と平成30年度の「PPP協

定」を締結する民間事業者を選定しましたので発表いたします。 

【 問い合わせ先 】 

国土交通省 総合政策局 官民連携政策課 三宅、舟橋、河合 

TEL：03-5253-8111（内線26-522、26-523、26-532）、03-5253-8981（直通） 

FAX：03-5253-1548 

E-mail：kanmin_renkeiΣmlit.go.jp（メール送付の際は「Σ」を「@」に変えてください。） 

http://www.mlit.go.jp/sogoseisaku/kanminrenkei/sosei_kanminrenkei_tk1_000012.html
mailto:miyake-r2pe@mlit.go.jp、funahashi-d2hj@mlit.go.jp


別紙 1  

 

平成 30年度「PPP協定」パートナー一覧 

※五十音順としております。 

データベースタイプ（1法人） セミナータイプ（10法人） コンサルティングタイプ（34法人） 

特定非営利活動法人 日本 PFI・PPP協会 株式会社 オリエンタルコンサルタンツ 

NPO法人 全国地域 PFI協会 

大和リース 株式会社 

日本管財 株式会社 

一般社団法人 日本不動産研究所 

玉野総合コンサルタント 株式会社 

株式会社 ブレインファーム 

株式会社 北洋銀行 

株式会社 北海道銀行 

株式会社 YMFG ZONEプラニング 

 

株式会社 秋田銀行 

株式会社 エイト日本技術開発 

株式会社 オリエンタルコンサルタンツ 

株式会社 鹿児島銀行 

株式会社 九州経済研究所 

KAマネジメント企画 株式会社 

ケイスリー 株式会社 

株式会社 建設技術研究所 

国際航業 株式会社 

株式会社 五星 

株式会社 コプラス 

株式会社 佐賀銀行 

株式会社 山陰合同銀行 

株式会社シー・アイ・エス計画研究所 

株式会社 静岡銀行 

シダックス 株式会社 

新日本有限責任監査法人 

西武信用金庫 

株式会社 地域経済研究所 

株式会社 テイコク 

デロイトトーマツグループ 

一般財団法人 日本不動産研究所 

株式会社 八十二銀行 

隼あすか法律事務所 

株式会社 肥後銀行 

株式会社 ブレインファーム 

株式会社 北洋銀行 

株式会社 北海道銀行 

株式会社 マインドシェア 

株式会社 松下設計 

八千代エンジニヤリング 株式会社 

株式会社 山梨中央銀行 

ランドブレイン 株式会社 

株式会社 YMFG ZONEプラニング 


